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A comparative research on the social welfare in Finland and Japan 










In this paper, the author propose some child care support policies which should be introduced in 
Japan by comparing the social welfare of Finland and that of Japan in both historical and 
constitutional perspectives. In Finland, the social welfare of any kind has been intended to restore 
and/or enhance individual’s ability of social engagement and independence supported basically by 
the Finnish Constitution. In Japan, on the other hand, the policy has been considered as that for the 
physically and/or economically weak, which is reflected in the Japanese Constitution. Thus it has not 
had such consistent and positive attitudes towards its recipients as those in the Finnish welfare policy. 
These attitudes, therefore, should be purposefully introduced into Japanese child care policies if it 
intends to foster independent and dutiful children in a democratic society. In this context, 
child-rearing in a traditional community of Japan also gives us suggestions of much value. 
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月 1 日現在）によると、15 歳未満の子どもの数は
前年比 12 万人減の 1665 万人と 31 年連続で減少



































































                                                     
1 unicef（国際児童基金）が 2009 年所得データをもと
に調査した結果、日本の子どもの貧困率は 14.9％とな
























社会保険の整備が進展し、1960 年代と 1970 年代
には年金法の改正と給付の拡大が継続して行われ
た。保健分野では、総合病院のネットワークが









































































は 1932 年の 2.27 から 1948 年には 3.47 へ上昇し
た。子どもの増加にともない、支給対象が限定的
な家庭手当とは別に新たな給付の形が求められる
ようになり、1947 年からは 16 歳以下のすべての
子どもを対象として「児童手当」が導入された。 
ベビーブームが終わった 1960 年代以降は、出

































































































































































































































                                                     

















 成立当初の制度内容は、3 人以上の 18 歳未満の
児童がいる場合、3 人目以降が 5 歳未満の場合に
1 人あたり月額 3,000 円を支給するといったもの
であった。その後度々の改正により 2006 年には
支給対象年齢を小学校 6 年生まで引き上げ、支給
額も上がり、第 1・2 子は月額 5,000 円、第 3 子










円となった。2011 年 4 月以降は毎月 26,000 円を
支給する予定だったが、2010 年 6 月、政府は財
源問題により満額支給を断念すると発表し月額
13,000 円とする方針へ転換した。また、3 歳未満
の子に対して 7 千円増額する法案も撤回した。 
子ども手当は 2011 年 9 月までの時限的な制度
であったが、10 月以降も支給を継続する場合には、
新たに約 1 兆 1000 億円が必要となり、政府・民
主党は東日本大震災の復興財源の確保を優先する
ため、従来の児童手当を修正した上で支給を継続
することを決定し、第 1・2 子は月額 10,000 円、
第 3 子以降及び 3 歳未満は月額 15,000 円が支給
されることとなった。その後見直しが行われた結



































・フィンランド憲法第 19 条（社会保障への権利） 
  1 項 人間の尊厳に値する生活に必要な手段を
得られないすべての人は、不可欠な生計費
とケアに対する権利を有する。 











 4 項 すべての人の住居に対する権利を促進し、
－　87　－
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住居の能動的な手配を支援することは、公権
力の責務である。 






































                                                     
3 STAKES（フィンランド国立社会福祉保健研究開発
センター）によると 2009 年社会支出割合は 30.6％と報
告されている(15)。 










































































憲法第 25 条は、その基本条文である。 









































 これに対して、日本国憲法では 13 条「すべて
























































































































                                                     










はなく、基本月額は 1 人目が 100 ユーロ、2 人目
は 110.50ユーロ、3人目 141ユーロ、4人目 161.50
ユーロ、5 人目以降は 1 名につき 182 ユーロが保
障される。またひとり親世帯には追加手当 46.60





















世帯に支給される。支給額は、第 1・2 子は 1 人
当たり月額 10,000 円、3 歳未満または第 3 子以降
の小学生以下は 15,000 円である。2010 年から
2011 年の法改正で所得制限が撤廃されたが、










































































育士が、タンペレ市（2006 年現在、人口 20 万






























































































































































































































なるのは、トシドンと 3 歳から 7 歳ぐらいまでの
子どもたちだが、かつてはトシドン役も子どもが




こには、3 歳から 7 歳ごろまでの「トシドンを迎



























































































































(22)、2006 年と比較すると実数ベースで約 1.8 倍
となっている。保育所の総数は 2 万 2,387 カ所か































































































































































 貞松(2000)によると、異年齢保育は、主に 3 歳
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